胎内市奨学金返還支援補助金交付要綱
令和８年８月１日
告示第90号
（趣旨）
第１条　市長は、奨学金の返還を要する者に対してその返還を支援することにより、地域の産業を担う人材を確保するとともに、市内への定住を促進するため、予算の範囲内において胎内市奨学金返還支援補助金（以下「補助金」という。)を交付するものとし、その交付に関しては、胎内市補助金等交付規則（平成20年規則第１号）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。
（定義）
第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　(1) 奨学金　独立行政法人日本学生支援機構、新潟県、胎内市その他団体が貸与する奨学金をいう。
(2) 大学等　学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する高等学校、高等専門学校、専修学校の専門課程及び大学（専門職大学、大学院、専門職大学院、短期大学及び専門職短期大学を含む。)並びに職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の７第３項に規定する公共職業能力開発施設をいう。
(3) 就労　次のいずれかに該当するものをいう。
ア　雇用期間の定めのない雇用契約により雇用されていること。
イ　個人で事業を営んでいること。
(4) 市税等　市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、胎内市下水道条例（平成17年条例第255号）第16条に規定する使用料、胎内市農業集落排水処理施設条例（令和元年条例第27号）第17条に規定する使用料、胎内市第一簡易水道及び胎内市第二簡易水道給水条例（平成17年条例第260号）第23条に規定する料金及び胎内市水道給水条例（平成17年条例第265号）第23条に規定する料金をいう。
(5) 事業主　事業を営む個人又は法人をいう。
(6) 基準日　補助金の交付を受けようとする年度の４月1日をいう。
（補助対象者）
第３条　補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、大学等への就学のために奨学金の貸与を受けていた者であって、基準日かつ申請する日において、次の各号のいずれにも該当するものとする。
(1) 市に５年以上定住する意思がある者
(2) １年以上継続して市の住民基本台帳に記録されており、かつ、１年以上継続して市内において就労している者。ただし、転勤、出向その他これらに類する事由により一時的に市内で勤務している者を除く。
(3) 申請日の属する年度（以下「申請年度」という。）の前年度に返還計画に沿って奨学金を返還した者
(4) 市税等及び奨学金の返還について滞納がない者
(5) 補助金の交付対象となる奨学金の返還について、国又は他の地方公共団体から奨学金返還に係る他の補助等を受けていない者
(6) 暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でない者
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者としない。
(1) 国家公務員又は地方公務員
(2) 過去にこの告示による補助金の交付を受けた者であって、市外へ転出したことがある者
（補助金の額等）
第４条　補助金の額は、申請年度の前年度に返還計画に沿って返還した奨学金の元金及び利息とし、１年度当たり10万円を上限とする。
２　前項の規定にかかわらず、申請年度の前年度の３月31日において30歳未満の者については、１年度当たり12万円を上限とする。
３　前２項の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。
４　繰上返還により返還した額は、補助金の交付対象としない。
５　事業主から奨学金の返還に係る支援を受けている場合は、当該支援に相当する額を控除した額を補助金の交付対象とする。
（補助対象期間等）
第５条　補助金の交付対象となる期間は、初回の申請年度から起算して５年度を限度とする。
２　前項の規定にかかわらず、初回の申請年度の奨学金の返還期間が１年に満たない者については、返還方法に応じ、月賦返還60回分に相当する回数に達するまで補助金を交付することができる。
（交付申請等）
第６条　補助金の交付を受けようとする者は、補助金の交付を受けようとする年度ごとに、胎内市奨学金返還支援補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長が指定する日までに提出しなければならない。
(1) 在職状況及び奨学金返還支援状況証明書（様式第１号別紙）
(2) 奨学金の返還計画、返還額及び返還状況が確認できる書類
(3) その他市長が必要と認める書類
（交付決定等）
第７条　市長は、前条の規定による交付申請及び実績報告があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否を決定するとともに、額を確定し、胎内市奨学金返還支援補助金交付（不交付）決定通知書兼額の確定通知書（様式第２号）により当該申請者に通知するものとする。
（交付決定の取消し及び返還）
第８条　市長は、前条の規定により、交付の決定及び額の確定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定及び額の確定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) 初回の申請年度から起算して５年度以内に市外へ転出したとき。
(2) 申請年度の１月１日時点で市外へ転出していたとき。
(3) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
(4) この告示の規定に違反したとき。
(5) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。
２　市長は、前項の規定により交付決定及び額の確定の全部又は一部を取り消した場合において、既に補助金を交付しているときは、当該補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（その他）
第９条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則
　この告示は、令和８年８月１日から施行する。

